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平成３１年３月２６日 大分県包括外部監査人 小川芳嗣 

主な監査の着眼点 Ⅰ 監査結果のポイント Ⅱ 監査の結果に添えて提出する意見 用語の説明等 

１ 道路・港湾を中心とし

た老朽化対策に係る財

務事務の執行は、法令

等に従って適切に実施

されているか。 

２ 財務事務について、

経済性、有効性、効率

性が確保されているか。 

◎ 法令や条例違反等の発見はない。書類の記載、整理上の指摘。(着 1) 

◎ 落札者決定プロセスにおける議事録作成や委員の押印の徹底。(着 2) 

◎ 実績との乖離が見られた点検・補修費用の見積方法の見直し。(着 2) 

監査所感 ⇒【テーマ１】 

1) 単純に入札価格のみを基本に落札者が決まるような入札形態は、今や

少数形態となっている。 

指摘 

事項 

書類記載および整理保存 不備 2 件 改善 1 件 勧奨 1 件 

工事請負に係る内部統制 不備 - 件 改善 6 件 勧奨 1 件 

【テーマ１】工事請負の契約者決定に係る内部統制 

意見１   競争入札における内部統制について（P132） 
「公共工事の品質確保の促進に関する法律」(品確法)の施行及びその後の改正に伴

う入札形態の多様化に応じて、入札参加者や落札者の決定過程の公正性・透明性を確

保する内部統制の重要性が高まっている。関連する内部統制が、有効に機能するよ

う確実に実施するとともに、必要があれば改善を検討。 

 

 

行動計画 

インフラの維持管理・更新等を

着実に推進するための中期的

な取組の方向性を明らかにす

る計画 

個別施設計画 
行動計画に基づき、個別施設

毎の具体の対応方針を定める

計画 

３ 老朽化した施設に対

する維持管理(点検・補

修・改修・更新等)を行う

ための計画が適切に策

定され、全体として効率

的・効果的な実行管理

がなされているか。 

 

 

指摘

事項 

大分県管理指針 不備 - 件 改善 4 件 勧奨 - 件 

施設類型毎の行動計画 不備 - 件 改善 4 件 勧奨 2 件 

個別施設計画 不備 1 件 改善 4 件 勧奨 1 件 

行財政アクションプラン 不備 - 件 改善 - 件 勧奨 1 件 

◎ 総務省策定指針に沿った大分県管理指針の改訂。 

◎ 施設類型毎の行動計画の策定と織り込むべき内容。 

◎ 個別施設計画の策定単位と数量化の問題。 

監査所感 ⇒【テーマ２】及び後述の【監査後記１】【テーマ６】 

1) 大分県管理指針(平成 27 年７月)は、他県に比べて早期に策定したのは

よいが、その後に他県が公共施設等総合管理計画を策定・公表したもの

と比較すると定められた事項の記載漏れが目立ち、具体性も乏しい。 

2) 大分県管理指針で「施設類型ごとの管理に関する基本的な方針」を策

定していないことが、計画体系の混乱に影響している。 

3) 大分県行財政改革アクションプランの「利用低下した管理施設の廃止

や市町村への移管」の方針は、インフラ資産の場合、現実には容易で

ない。 

4) ライフサイクルコストの算定には、技術的・量的問題がある（特に道

路）。 

【テーマ２】全庁的な公共施設マネジメントの構築 
意見 2   大分県の長寿命化計画の体系見直しについて（P134） 
大分県の公共施設等総合管理指針（行動計画）と施設類型毎の行動計画や個別施

設計画について、体系的な整理が不十分であり、混乱が見られる。 
県有財産経営室が全庁をリードし、体系的かつ網羅的に、必要な計画を具体的に定

める必要がある（既存の計画の位置付けを含む）。 

意見 3   個別施設計画の策定単位について（P135） 

個別施設計画は、健全度評価を行う施設（構造物）単位ではなく施設管理者が優先

度評価やコストの平準化の検討を行うのに適した施設の集合体を単位として策定すべき

であり、また、メンテナンスサイクル、特に定期点検のサイクルにも配慮する必要がある。 

意見 4   マネジメントの相違と管理組織について（P138） 

県有建築物（事業用資産）はファシリティマネジメント、公共インフラ施設（インフラ資

産）はインフラマネジメントと区分して捉えることも合理的であり、上位の管理組織をこの区

分に従って分けることが考えられる。（例えば、インフラ経営室のようなものを設置）。 

意見 5   ＰＤＣＡサイクルを回す組織体制の構築（P140） 

総務省策定指針の平成 30 年２月の改訂を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルを具体化する必

要がある。まずは数値目標の設定や評価手法の研究とともに、各担当課の実情を詳細に

把握すべきである。 

大分県管理指針 

大分県公共施設等総合管理指

針（全庁的な行動計画） 

総務省策定指針 

公共施設等総合管理計画の策

定にあたっての指針 

ファシリティマネジメント 

主に事業用資産を念頭におい

た資産管理手法 

インフラマネジメント 

アセットマネジメントを中心にし

て超長期的な公共インフラの維

持管理を行う手法 

上位の管理組織 

ＰＤＣＡ等の統括マネジメント

業務を行う組織 

個別台帳 

公有財産台帳とは別に道路法

等の個別の法律に基づいて作

成される道路台帳等をいう。 

 

４ 道路台帳・港湾台帳

等による資産管理、その

他の施設情報の管理

は、適切に行われている

か。 

 

 
指摘

事項 

施設情報の個別台帳・

管理システム登録 
不備 3 件 改善 - 件 勧奨 2 件 

◎ 港湾台帳で記載事項の記載漏れ、漁港台帳で誤りの未修正。 

◎ 定期点検結果や補修工事の概要をシステムへ登録漏れ（システム上

の限界の問題もある） 

監査所感 ⇒【テーマ５】及び【監査後記３】 

1) 施設情報の一元化は、業務の効率化や賢いマネジメントを実現するた
めには今後取り組まざるを得ないが、まだイメージは描けていない。 

2) 点検・診断結果、保全対策、補修履歴等の技術情報の一元化は、担当
課内ではある程度取り組んでいる。国の情報プラットフォームの利用

も含め、統一的な視点に基づく全庁的な取組みが今後の課題。 
3) 先ずは、法定の個別台帳と固定資産台帳のデータを一元的なデータベ
ースで管理することが望まれる。 

【テーマ５】固定資産台帳と個別台帳等の連動問題 

意見 17  固定資産台帳と個別台帳の連動について(目指すべき方向)（P157） 

固定資産台帳と個別台帳とを一元的に管理できるようにするのが望ましい。具体的に

は、固定資産台帳と個別台帳の共通のデータベースを構築し、入力・管理を一括で行え

るようにした上で、様式上個別台帳に必要な項目が個別台帳に表示され、固定資産台帳

に必要な項目が固定資産台帳に表示されるようにすることが望まれる。 

意見 18  資産計上の単位の共通化について（P157） 

大分県では、固定資産台帳では施設類型単位、あるいはその一つ下位区分の管理施

設単位で計上されている。効率性の観点からも固定資産台帳と個別台帳の記載単位や

記載区分をある程度共通化することで双方の連動を図り、さらには会計的な除却等の処

理にも対応できるよう精緻化することが望まれる。 

意見 19  固定資産台帳の追加登録項目について（P158） 

固定資産台帳を公共施設マネジメントに活用するために、情報として、どのような追加

項目が必要か、今後検討の上、必要な追加項目についても個別台帳と固定資産台帳の

共通データベースで一元管理することが望ましい。 

【監査後記３】 

共有データベース 

インフラマネジメントを有効に

行うためには、資産の評価、分

析、投資計画の決定、維持管

理の効率化等それぞれの段階

で必要になるデータが容易に得

られるような共有データベース

の整備が不可欠である。また、

この共有データベースを活用す

ることで県と市町村、施設利用

者との情報共有が可能となる。 

今後様々に活用できる共有

データベースの構築（国のプラ

ットフォームの活用を含む）に尽

力されたい。 
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主な監査の着眼点 Ⅰ 監査結果のポイント Ⅱ 監査の結果に添えて提出する意見 用語の説明等 

５ 「資産評価及び固定

資産台帳整備の手引

き」(平成27年１月総務

省資料)に従って、固定

資産台帳が適切に作成

されているか。 

 

 
指摘 

事項 

開始時の処理 不備 13件 改善 - 件 勧奨 1 件 

開始後の処理 不備 7 件 改善 2 件 勧奨 1 件 

◎ 簡便的な例外処理を認めている開始時の処理で単純ミス、判断ミスが

多発している。金額的にも多額な指摘が多い。 

◎ 開始後(平成28年度)の資産取得登録においても、計上漏れなどのミス

が多く発生している。 

◎ 建設仮勘定を経由すべき取引に関する指摘も散見された。 

◎ 基本的に内部統制が整備されていない。(個々の改善以前) 

監査所感 ⇒【テーマ３】【テーマ４】及び【監査後記６】 

1) 固定資産台帳の作成実務はまだ定着しているとは言えない。現状は補
完的な位置づけとは言え、大分県が公表している「統一的な基準に基

づく財務書類」に影響するので、適正な固定資産台帳が作成されるよ

うな仕組み(システム改修を含む)と内部統制を順次整備する必要が

ある。 

2) 取りあえずは、開始時・開始後における単純な処理ミスや建設仮勘定
への計上漏れの是正と開始後の固定資産の登録単位の見直し(精緻

化)が急がれる。 

3) 最終的に固定資産台帳と貸借対照表の整合性を確保する期末の手続的
なプロセス(更新手続)を確立する必要がある。 

 

 

【監査後記６】 

 インフラ会計の問題 

企業会計はマーケットの存在を前提とし、経済合理性を基礎にしたビジネスモ

デルにおける会計慣行が確立しているが、公会計では、マーケットの存在を必ず

しも前提とせず、さらに国民・住民の厚生の増大を目的とし、政策が重要な影響

を与えている。 

特にインフラ資産の会計では、その相違が際立って影響するので、企業会計

の手法だけで対応できるかは疑問。インフラ会計が社会的に成熟していない状

況で、「整備手引き」に依拠して固定資産の会計処理を行おうとしている。 

県の会計処理については個々には違和感のある処理もあるが、本監査（会計

監査ではない）においては、結論的な指摘を行うことは避けて、別に【個別に検討

を要する固定資産の会計処理】の記載区分を設けている。現時点では正否の判断

はできないが、当面このまま処理を継続するとしても将来的に処理を変更するこ

とになる可能性もある事項として、留意願いたい。 

【テーマ３】固定資産台帳の修正と精緻化 

意見 6   固定資産台帳登録の過年度誤りの修正作業について（P141） 

実務が定着していないことによる処理ミスや判断ミスの発生事例が多々ある。過年度の

誤りを修正する期間を設定して、広く精査し、集中的に修正作業を行うことが必要。 

意見 7   開始後の固定資産の登録単位(記載単位)について（P143） 

開始時の一括的な資産計上から、開始後は「現物と照合が可能な単位」「取替や更新

を行う単位」で登録するような精緻化が必要である。同じ道路や港でも一般道と林道、港

湾と漁港で登録単位が全く異なるのも問題である。（要ルール整備） 

意見 8   金銭の授受を伴わない取引の処理について（P145） 

寄附・寄贈、除却等の金銭の支出を伴わない資産の異動が実際に生じた場合の処理

方法について、ルールを明確に規定したものを整備すべきである。 

意見 9   資本的支出と修繕（補修）の区分作業について（P146） 

資本的支出と修繕費を区分する作業を、起工伺いを起票する段階で行っているが、そ

のチェック作業は、期末の固定資産登録時に集中しており、量的に膨大となっているの

で、起工伺いの段階で第三者が随時又は順次チェックする方法を検討すべき。 

意見 10  資本的支出への細かな対応について（P146） 

補修に合わせて機能アップするような改造工事(改良)が行われるようなケースへの対

応を明確にする必要がある。⇒〔101処理と 103処理の分解登録〕 

意見 11  固定資産台帳への登録に係る内部統制について（P148） 

固定資産の会計処理は、長期間に渡り影響を残すので、手続的なプロセスを構築する

とともに、判断ミスを防止するような基準や実務的なガイドラインを作成して、研修により職

員の理解を高める等、十分な内部統制を整備し適切に運用する必要がある。 

意見 12  固定資産台帳への登録のタイミングについて（P149） 

処理すべきものが量的に多い場合、内部統制を機能させる(ミスを防ぐ)ためには、時

間的な余裕も必要である。随時登録が可能であるにもかかわらず、固定資産台帳への登

録を期末後にまとめて行うことは、内部統制の観点からは好ましくない。 

【テーマ４】固定資産台帳システムと新地方公会計制度との連動 

意見 13  固定資産台帳と貸借対照表価額との整合性確保について（P153） 

期末に固定資産台帳と貸借対照表の残高不一致の発生防止及び発生した場合に原

因を発見・調整する手続について、内部統制を構築する必要がある。 

意見 14  建設仮勘定が発生するケースの把握整理について（P153） 

建設仮勘定が発生するケースを把握して、整理する必要がある。それに対応して、財

務会計側の処理と固定資産台帳（建設仮勘定台帳）側の登録処理とが整合するようなシ

ステム連動や内部統制が確立されているか検討すべきである。 

意見 15  建設仮勘定からの振替漏れの確認について（P154） 

工事完成に伴う建設仮勘定から本勘定への振替については、固定資産台帳上と財務

会計上の両方で振替漏れが発生することが考えられるので、原課と財政課のどちらが整

理するか、建設仮勘定のデータの受け渡しをどちらが行うかも重要(要再検討)。 

意見 16  固定資産台帳の更新スケジュールについて（P155） 

毎年適切に更新していくためには、先進団体の固定資産台帳の更新スケジュールも参

考にしながら、財務諸表の公表の時期を睨んで予め１年間の更新スケジュールを作成し

て関係者と共有し、計画的に進めていくことが重要である (要再検討) 。 

整備手引き 
「資産評価及び固定資産台帳

整備の手引き」(総務省) 

公会計コード 

一種の仕訳パターンコード。

借方貸方の勘定科目を設定せ

ずにシステムが自動的に仕訳を

おこすためのコード。 

 

使用例 

101処理  (資本的支出) 

インフラ資産の取得(新規・改

良)  

⇒インフラ資産又は建設仮勘定

(B/S) 

103処理 

維持補修に係る支出 
⇒維持補修費(P/L) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
建設仮勘定 
未完成の段階で前払いをした

支出等を工事が完成するまでの

間記録しておく貸借対照表上の

勘定。整備手引きでは、これに対

応して、固定資産台帳側も建設

仮勘定台帳を作成して管理する

ことになっている。 
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主な監査の着眼点 Ⅰ 監査結果のポイント Ⅱ 監査の結果に添えて提出する意見 用語の説明等 

◎『賢く管理する』(最適管

理)、『賢く利用する』(最

適利用)ことを目指して

のマネジメント 
 

注記 

大分県においては、方

向性も定まっていない

状況であることを確認

したのみで、実行レベル

での監査対象とはなり

得なかった。したがっ

て、方向性に係る提案的

な意味で右を記載して

いる。 

 

 

 

 

【監査後記１】 

公共インフラマネジメントと最適利用 

公共事業におけるインフラマネジメントを、管理責務を担っている公共主体の

観点から言い直すと、次のようなことになるが、これらは相互に関連する。 

① 施設利用者、国民等に最小費用で最大限の満足度を与える 

② 適正な管理水準の下で、適切な維持管理計画を策定し実行する 

③ 現有資産を最大限に有効活用させるため、様々なソフト施策の充実を図
り、公共サービスの向上に努める 

社会・経済情勢の変化や人口の移動等により、これまで活用されていたインフ

ラ資産の利用が低下したり、代替的な施設が建設されたため、旧施設の利用が

少なくなったりすると、現有資産の有効活用の問題③が浮上する。 

しかし①の観点からは、利用者が一人でも残っている限り、一部施設であって

も簡単に統廃合はできず、維持管理コストが発生し続けることになる。利用形態

や用途の変更も地元の理解が得られないと容易ではない。 

そこで「市町村へ移管する」といった方針が、大分県行財政改革アクションプラ

ンで記載されることになるが、市町村も財政難である。そう簡単には引き受けられ

ないし、少子高齢化、過疎化、担い手不足といった現状を踏まえると、むしろ県よ

り市町村の方が既に深刻な状態にあると推測される。 

今後は、公共インフラマネジメントの上記の本質論を十分に踏まえた上で、全

県的・広域的な視野の中でインフラ長寿命化計画(行動計画)を策定するととも

に、特に利用度が低下した場合の物流インフラについては、市町村のみならず

地元利用者とも協議を深め、最大限の有効活用を図る仕組みの構築(協議の場

づくり、活用事例の研究等)を考える必要があろう。その努力をした上で、道がな

ければ、廃道・廃港に理解を求めるというステップを踏まざるを得ないと思われ

る。 

【テーマ６】公共インフラマネジメント(最適管理)に向けて 

意見 20  予防保全と事後保全について（P161） 

公共インフラ施設について、事後保全に追われつつ、将来、全面的に予防保全に移

行する方針としている観がある。予算や人員等の制約や費用対効果等の観点からは、全

てのインフラ資産について予防保全とすることが最適管理なのか再度検討が必要。 

意見 21  機能保全レベル（維持管理水準）の設定について（P164） 

現状、道路・港湾ともに、点検結果に基づく補修を行う際、施設の「健全度」のみを基

準として、事業着手の順序を決めている。しかし、いつまでも健全度のみを目安にする

と、事後保全型の対応から抜け出せないため、優先度の考え方も取り込み、暫定的でも

機能保全レベル（維持管理水準）を施設毎に設定すべきである。これにより予算の制約

がある中でよりバランスの良い事業採択の基準を構築する一歩になると期待できる。 

意見 22  劣化予測とライフサイクルコスト（ＬＣＣ）について（P168） 

道路・橋梁・トンネル等については、劣化予測やライフサイクルコストの算定を行ってい

ない。合理的な算定方法が未だ確立されていないためとしているが、過去の実証データ

や研究知見によりある程度合理的な見積りは可能である。これらを活用して劣化予測やＬ

ＣＣの算定を行い、トータルコストを行動計画に反映させるべきである。 

意見 23  長寿命化計画等における定量化の研究について（P169） 

予算の平準化や長寿命化の効果をどのように測定するかは、ＬＣＣが関係してくるもの

と想定されるので、ＬＣＣの算定・集計について、簡便な方法から始めて次第に精度を高

めながら効率的な方法を模索することが求められる。なお、このような定量化に係る問題

については、インフラ関係者で研究会を発足させて組織的に推進すべきと考える。 

まとめ (報告書では、意見 5 ＰＤＣＡサイクルを回す組織体制の構築に含めて記載) 

今後、必要な体制を整備し、必要な予算を確保し長寿命化対策を計画的に執行する

ことにより中長期的に維持管理・更新費用の平準化を図るとともに、国等の動向も見据え

て予防保全の知見を早期導入し、トータルコストの縮減を目指す必要がある。 

優先度 

施設(構造物)の重要度、利用

状況、確保すべき機能及び施設

の健全度から評価点を算出して

機能保全対策の優先順位を決め

ることを意味している。 

≪ライフサイクルコストの算定

のイメージ≫ 

老朽化予測、対策の実施周

期、ライフサイクル期間中の対策

コストの集計といった作業を各々

の施設毎に、かつ選択可能な対

策シナリオ(機能保全レベル)別

に行って、最善のシナリオで確定

する。 

≪予算の平準化のイメージ≫ 

予算の平準化は、施設、管理単

位としての施設の集合体、施設類

型、全庁レベルと段階的に行うこ

とがイメージされる。 

また、公共インフラを構成する膨

大な数の施設(構造物)毎にＬＣＣ

を算定して積み上げることを前提

として、それぞれのレベルでの目

標値の設定が可能となる。 

その他の監査後記 

 ２  維持管理における市町村との連携  ４  技術革新 ５  財務書類等の活用 

インフラ施設については、県で造成したものを市町村へ移管したものや当

初は県が管理していたが、諸般の事情で所有権は県のままで市町村に管理

移管したものが多く存在する。移管を受けた市町村では施設の造成に係わ

っていないため、管理に関するノウハウを持ち併せていない、市町村の人員 

(特に技術職員) が不足している等の理由で市町村だけでは長寿命化のた

めの維持管理・計画策定などを行えないのが現実とも思われる。 

そこで、これら市町村へ移管した施設については、県と市町村が協働して

長寿命化計画を策定し、連携して維持管理を行う必要が生じる。具体的に

は、これら施設の所管課が市町村に対して、施設管理に関する指導を行うこ

とや人的資源の応援体制、施設情報の共有体制を整える必要性があるので

はないかと思料される。 

今後は、このような市町村との連携も含めて長寿命化計画（行動計画）を見

直して、大分県管理指針の改訂にあたり、検討事項していただきたい。 

維持管理コスト自体を縮減するには、耐久性の高い構造物の開発、点検・

診断技術や対策工法の技術革新を待たなければならない。この点も踏まえ、

インフラ長寿命化基本計画では、目指すべき姿の一つとして、「安全で強靭

なインフラシステムの構築」を掲げ、次のようなことを考えている。 

① 「メンテナンス産業」を育成して、民間開発を活性化させ、世界をリ
ードする輸出産業へと発展。 

② 点検・診断、修繕・更新等において、「新技術」を積極的に活用 
③ 国は資格・研修制度等を充実、技術開発・導入を推進（体制強化） 

このような流れの中で、大分県としてもこの分野の技術革新に取り組むこと

は、県内産業の育成にも寄与する。例えば、ドローンによるインフラ施設の点

検・診断技術の開発への取組【先端技術イノベーションラボ（Ｄｓ－Ｌａｂｏ）】等

に期待する。 

総務省も地方自治体への財政支援を決定（平成 31年２月７日官庁速報） 

大分県において新地方公会計による財務書類や固定資産台帳をどのよう

に活用するかは、今後の課題であり、他の地方自治体の事例等も踏まえて

研究を進めていただきたい。 

整備手引き 

① 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込
みを算出すること 

② 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針等を
充実・精緻化することに活用することも考えられる。 

財務書類等活用の手引き 

① マクロ的視点…財政指標の設定、適切な資産管理 
② ミクロ的視点…セグメント分析(予算編成、行政評価等) 
③ 情報開示…行政外部での活用 

(注) １.主な監査の着眼点の記載順序は紙面の関係で監査結果報告書の記載順序とは異なっている。また、報告書完成後、再考しながらまとめたため、原文から表現を見直し、加筆した箇所もある。 

２.紙面の関係で詳しく記載できないため、監査結果報告書を適宜参照願いたい事項については、参照頁を記載している。 


